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• 地方公会計情報を利用した課題解決に向けたステップ（例）

適切な財務書類の作成

作成した財務書類の読解・分析

課題の抽出

課題への対応策の検討

課題への対応策の実施

課題の解決

適切な固定資産台帳の更新

課題の要因分析

セグメント情報の作成

その他の取り組み
（ex：公共施設等総合管理計画、行政評価）

はじめに

「地方公会計の活用」とは・・・地方公共団体が財政運営を行う上で必要な検討をする際に地方公会計の

情報と結びつけて考えていくこと

（「地方公会計の活用のあり方に関する研究会報告書」（平成28年10月）より）

（「地方公会計の活用の促進に関する研究会」第2回資料3-1より）



財務書類の適切な作成
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（注）「作成要領」若しくは「作」：財務書類作成要領　　　　「資産手引」若しくは「資」：資産評価及び固定資産台帳整備の手引き　
QA：Q&A集　　　　研QA：「地方公会計の活用のあり方に関する研究会」にて追加されたQ&A集　　　　追QA：平成29年8月に公表された追加Q&A集

マニュアル等の該当箇所 正 否 該当なし 備考

（1）共通事項 1 作29段落

2 作29段落

(2)貸借対照表 1 作89～119段落

2
資32段落
追QA3（2）.3

3 資39段落

4 資40～41段落

5 作別表8

6
資24～30段落
QA3（2）.7
研QA.23～24

7 作120～139段落

8
作125～126段落
追QAその他1.9

9 作137段落

(3)行政コスト計算書 1 作157～171段落

2 作172～176段落

3 作177～180段落

4 作181～187段落

5 作188～191段落

項目

Ⅰ．会計方針のマニュアルへの準拠性の確認

原則として歳入歳出データを単位として仕訳帳が作成されているか。

歳入歳出データを単位として仕訳帳が作成されていない場合（予算科目単位で集計した歳入歳出データに仕訳を付与して
いる場合など）においても、歳入歳出データとの整合性を検証可能であるか。

償却資産については、耐用年数が異なるごとに区分しているか。
（例 ： 建築工事を建物、建物附属設備、工作物等に区分する、道路工事を道路改良と舗装に区分する、等）

固定資産の取得原価には付随費用を加算しているか。

固定資産の新規取得に際しては、資本的支出と修繕費を区分しているか。

インフラ資産と事業用資産の区分は、作成要領別表8に準拠しているか。

業務費用は、作成要領第157～171段落に従い区分しているか。
特に、資産の機能維持のための費用は「維持補修費」に計上しているか。

移転費用は、作成要領第172～176段落に従い区分しているか。

臨時利益は、臨時損失と同様、特別の理由により発生したもののみが計上されているか（予算編成等における経常・臨時
の区分とは異なる区分を用いているか）。

各種の負債は作成要領第120～139段落に従い区分しているか。

統一的な基準による財務書類作成確認リスト（一般会計等財務書類用）　(案)

所有権移転ファイナンス・リース（重要性の低いものを除く）については、他の固定資産と同様、適切な取得価額・耐用年
数・減価償却方法で評価されているか。

経常収益は、作成要領177～180段落に従い区分しているか。

臨時損失は、作成要領第182段落に示された費用・損失などのように、特別の理由により発生したもののみが計上されて
いるか（予算編成等における経常・臨時の区分とは異なる区分を用いているか）。

退職手当引当金は、作成要領第126段落に従って算定しているか。また、退職手当組合に加入している団体は、退職手
当債務から組合等積立金を控除した額を計上しているか（平成29年8月18日の追加Q&A参照）。

賞与等引当金は、作成要領第137段落に従い、法定福利費（共済組合負担金等）を加算して算定しているか。

各種の資産は作成要領第89～119段落に従い区分しているか。

（「地方公会計の活用の促進に関する研究会」第2回資料3-1より）

活用の前提として、まずは財務書類を適切に作成できているかどうか自ら確認できるようにするため、「統一
的な基準による地方公会計マニュアル」（以下「マニュアル」という。）の中の「財務書類作成要領」にチェックリ
ストを追加する。



固定資産台帳の更新について
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活用の前提として、固定資産台帳を適切に更新していくことが重要であるため、マニュアルの中の「資産評
価及び固定資産台帳整備の手引き」に更新に関する記載を加え、併せて先行して更新している団体の例を紹
介する。

東京都 浜松市 習志野市 宇城市 和光市

公有財産台帳等と一元化
（道路台帳は別途保有）

各台帳のデータを一元化
固定資産台帳データと各種法
定台帳データをそれぞれ管理

公有財産台帳等と一元化
（道路台帳・河川台帳等は別途
保有）

公有財産台帳等と一元化
（道路台帳は別途保有）

日々 年度末 日々 日々
10月、5月（地方自治法上の年2
回の財政状況の公表と合わせ
て）

・会計管理局会計企画課が照合
表を作成し、各局へ配信
・各局が、当該年度の10月～翌
年度の8月に照合表に基づき固
定資産台帳と仕訳の明細を照合

・アセットマネジメント推進課
が、支出命令書と固定資産台
帳（事業用資産）を突合
・財政課が、支出命令書と固定
資産台帳（インフラ資産）を突合

会計課が支出伝票に基づい
て、固定資産台帳の登録。
出納閉鎖後に会計課において
財政課が作成した普通建設事
業の決算報告書及び財産に関
する調書を固定資産台帳作成
の参考とする。
また、公有財産台帳（土地）との
突合は外部委託している。

予算科目を細分化することによ
り、固定資産台帳の登録が予
算科目を特定し、システム上で
登録をしないと作業が進まない
よう制限をかけている。
財政課が、支出命令書と固定
資産台帳を突合

予算科目を複式簿記の仕訳と１
対１対応させることにより、固定
資産台帳の登録対象を明確化
したうえで、更新されているかど
うかについてシステム上で潰し
こみの確認を行っている。

資産形成につながる支出を建設
仮勘定に計上し、完成時に原課
で本勘定へ振替

年度末に建設仮勘定のデータ
を財政課が原課に確認

支出伝票起票時に資産形成に
つながる支出について、すべて
建設仮勘定に一度、計上し、固
定資産登録票（最終支払い時）
により会計課で本勘定に振り替
える。

年度末に建設仮勘定のデータ
を財政課が原課に確認し、原課
が振替。

固定資産台帳更新事務の一環
として実施。

建物と附属設備
を個別に登録

× 〇
○

（平成20年度以降）

〇
(平成17年1月の合併時点まで
さかのぼって登録。合併以前は

一体登録）

〇
（施設保全台帳データを移行）

耐用年数が経過
した資産を登録

○ 〇
○

（平成20年度以降）
〇 〇

建設仮勘定から本勘
定への振替

開
始
貸
借
対
照
表

管理方法

更新スケジュール

登録内容のチェック

（「地方公会計の活用の促進に関する研究会」第4回資料4-1より）



財務書類の分析について（①財務書類の読み方）
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市民サービスを
提供するために
保有する資産

過去又は現
世代の負担

将来世代
の負担

将来、現金とし
て行政サービ
スに使用する
資産

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 101,645 固定負債 39,269
有形固定資産 93,358 地方債 35,141

事業用資産 62,231 長期未払金 0
土地 37,473 退職手当引当金 3,618
建物 59,313 その他 510
建物減価償却累計額 △ 35,323 流動負債 4,141
工作物 813 1年内償還予定地方債 3,478
工作物減価償却累計額 △ 75 未払金 0
建設仮勘定 31 前受金 13

インフラ資産 30,406 賞与等引当金 338
土地 23,104 預り金 105
建物 1,099 その他 207
建物減価償却累計額 △ 440 43,410
工作物 28,981 【純資産の部】

工作物減価償却累計額 △ 22,509 固定資産等形成分 111,316
建設仮勘定 170 余剰分（不足分） △ 41,376

物品 2,150
物品減価償却累計額 △ 1,430

無形固定資産 0
ソフトウェア 0
その他 0

投資その他の資産 8,287
投資及び出資金 497

有価証券 45
出資金 452

投資損失引当金 0
長期延滞債権 751
長期貸付金 7
基金 7,093

減債基金 0
その他 7,093

その他 0
徴収不能引当金 △ 60

流動資産 11,704
現金預金 1,134
未収金 234
短期貸付金 2
基金 10,360

財政調整基金 8,579
減債基金 1,781

徴収不能引当金 △ 26 69,939
113,349 113,349

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（平成２８年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

（「地方公会計の活用の促進に関する研究会」第2回資料3-1より）

財務書類から財政状況を読み取り、財政上の課題や特徴を把握することによって、財政マネジメントの強化を図
ることができるよう、マニュアルの中の「財務書類等活用の手引き」に基本的な財務書類の読み方を追加する。



財務書類の分析について（②財政指標の読み方について）
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算定式

 有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による調達割
合（公共資産等形成充当負債の割合）を算定することにより、社会資本等形成に係る
将来世代の負担の程度を把握することができる。

 ただし、地方債残高には臨時財政対策債などの特例的に発行した地方債も含まれて
いるため留意が必要である。

地方債残高

公共資産（有形・無形固定資産合計）
＝将来世代負担比率

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

（「地方公会計の活用の促進に関する研究会」第2回資料3-1より）

各種指標を実際に算出・比較することにより、財政状況を分析し、財政マネジメントの強化につなげられるよう、
「財務書類等活用の手引き」の「Ⅳ 財務書類分析の視点」に各種指標の算定式を明示するとともに、経年比
較や類似団体比較による分析の方法や留意点などを追加する。


②有形

						有形固定資産 ユウケイ コテイ シサン

						①		生活インフラ・国土保全 セイカツ コクド ホゼン

						②		教育 キョウイク

						③		福祉 フクシ

						④		環境衛生 カンキョウ エイセイ

						⑤		産業振興 サンギョウ フ キョウ

						⑥		消防 ショウボウ

						⑦		総務 ソウム

				昨年文書 サクネン ブンショ

				有形固定資産の行政目的別残高とその割合（有形固定資産の行政目的別割合）を見ることにより、資産形成の重要分野を把握することができる。 ユウケイ コテイ シサン ギョウセイ モクテキ ベツ ザンダカ ワリアイ ユウケイ コテイ シサン ギョウセイ モクテキ ベツ ワリアイ ミ シサン ケイセイ ジュウヨウ ブンヤ ハアク

				このデータを他団体と比較することにより資産形成の特徴を把握することができ、今後の資産整備の方向性を検討するのに役立てることができる。 タ ダンタイ ヒカク シサン ケイセイ トクチョウ ハアク コンゴ シサン セイビ ホウコウセイ ケントウ ヤクダ

				また、過年度と比較することにより、行政分野ごとに社会資本がどのように形成されてきたかを把握することができる。 カネンド ヒカク ギョウセイ ブンヤ シャ カイ シホン ケイセイ ハアク





④老朽

		資産老朽化比率 シサン ロウキュウ カ ヒリツ		＝		減価償却累計額 ゲンカ ショウキャク ルイケイガク

						有形固定資産合計　－　土地　＋　減価償却累計額 ユウケイ コテイ シサン ゴウケイ トチ ゲンカ ショウキャク ルイケイ ガク





⑥社会資本等形成

		現世代負担比率 ゲンセダイ フタン ヒリツ		＝		純資産合計 ジュンシサン ゴウケイ				将来世代負担比率 ショウライ セダイ フタン ヒリツ		＝		地方債残高 チホウサイ ザンダカ

						公共資産合計 コウキョウ シサン ゴウケイ								公共資産（有形・無形固定資産合計） コウキョウ シサン ユウケイ ムケイ コテイ シサン ゴウケイ





⑬受益者

		受益者負担比率 ジュエキシャ フタン ヒリツ		＝		（行政目的別）経常収益 ギョウセイ モクテキ ベツ ケイジョウ シュウエキ

						（行政目的別）経常行政コスト合計 ギョウセイ モクテキ ベツ ケイジョウ ギョウセイ ゴウケイ

				前回文書 ゼンカイ ブンショ

				・経常収益はいわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益行政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができる。

				・受益者負担比率が他団体と比べて著しく低い場合などは、原因を詳細に検討する必要がある







課題解決プロセスに沿った活用事例集について
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課題の発見から課題の解決に至るまでのプロセスに沿って、地方公会計をどのように活用したのか、わかり
やすく整理した活用事例集を整備し、順次充実を図る。

○ 事例名等

１．取組の背景、検討を開始した契機・導入過程

（1）取組の背景






（2）検討を開始した契機・導入過程

　公会計制度の整備に向けて、職員に対しての周知を行うことが必要であることが取組の背景である。
（参考）職員研修誌「視点」（平成20年3月）
「財務書類の作成・活用等を通じて資産や債務に関する情報の開示と適正な管理を進め、税収等を効率的に使う
ことがこれからの自治体運営に求められている」

　平成21年度以降、公会計所管課により「貸倒引当金」の研修会を実施した。研修内容の要旨は次のとおり。

事例名 未収債権の徴収体制の強化

団体名 千葉県習志野市

貸倒引当金の必要性

引当金により、より効果的・効率的な
債権債務の管理が可能になる。

債権管理への活用

債権回収体制の一元化
各課における債権回収の工夫が重要です。

現金主義・単式簿記は、収入時にのみ会計記録が行われるため、年度
末における未回収金額は歳入の枠組みの中では十分に開示されない。
（決算書上は調定額と収入額との差額として収入未済額が表示される。

一方、発生主義・複式簿記では、調定時点で未収金を資産計上すると
ともに、年度末には回収不能と見込まれる金額を見積もって貸倒引当金
として計上し、未収金から貸倒引当金を控除して開示することで、将来の
回収見込額を的確に把握できる。

貸倒引当金の算定の目的は、より効果的・効率的に債権の回収を行うこと
です。

適正な見積もりに基づく「貸倒引当金」「回収不能見込額」が開示されるこ
とにより、市民の理解・協力を促しながら、債権回収の目標を設定することが
できます。

また、その過程において、各部局が連携して未収金に係わる債権者の名寄
せを行うことにより、債権回収体制の強化を図ることができます。

【事例収集先】
・東京都

（コスト比較による代替船建造）
・埼玉県和光市

（予算仕訳と固定資産台帳の正本化）
・千葉県習志野市

（未収債権の徴収体制の強化）
・千葉県浦安市

（受益者負担の適正化）
・東京都港区

（説明責任の向上）
・東京都町田市

（課別・事業別行政評価シートによる事
業マネジメント）

・京都府精華町
（固定資産台帳の精緻化）

・熊本県宇城市
（施設の統廃合）

等


記載シート





		○ 事例名等 ジレイ メイ ナド

		事例名 ジレイ メイ				未収債権の徴収体制の強化 ミシュウ サイケン チョウシュウ タイセイ キョウカ

		団体名 ダンタイ メイ				千葉県習志野市 チバケン ナラシノシ



		１．取組の背景、検討を開始した契機・導入過程 トリクミ ハイケイ ケントウ カイシ ケイキ ドウニュウ カテイ

		（1）取組の背景




 トリクミ ハイケイ



		　公会計制度の整備に向けて、職員に対しての周知を行うことが必要であることが取組の背景である。
（参考）職員研修誌「視点」（平成20年3月） コウカイケイ セイド セイビ ム ショクイン タイ シュウチ オコナ ヒツヨウ トリクミ ハイケイ サンコウ ショクイン ケンシュウ シ シテン ヘイセイ ネン ガツ



		「財務書類の作成・活用等を通じて資産や債務に関する情報の開示と適正な管理を進め、税収等を効率的に使うことがこれからの自治体運営に求められている」 ザイム ショルイ サクセイ カツヨウ トウ ツウ シサン サイム カン ジョウホウ カイジ テキセイ カンリ スス ゼイシュウ トウ コウリツテキ ツカ ジチタイ ウンエイ モト





		（2）検討を開始した契機・導入過程 ケントウ



		　平成21年度以降、公会計所管課により「貸倒引当金」の研修会を実施した。研修内容の要旨は次のとおり。 ヘイセイ ネンド イコウ コウカイケイ ショカン カ カシダオレ ヒキアテ キン ケンシュウカイ ジッシ ケンシュウ ナイヨウ ヨウシ ツギ











































		習志野市独自の原則的な算定方法を採用 ナラシノシ ドクジ ゲンソクテキ サンテイ ホウホウ サイヨウ

		　①引当金の算定を担当課が行う。 ヒキアテ キン サンテイ タントウカ オコナ

		　②個々の債権を3つに分類する。 ココ サイケン ブンルイ

				債権の種類 サイケン シュルイ						内容 ナイヨウ						貸倒見込率 カシダオレ ミコ リツ

				通常債権 ツウジョウ サイケン						貸倒の見込みがない債権 カシダオレ ミコ サイケン						0%



				貸倒懸念債権に準ずる場合 カシダオレ ケネン サイケン ジュン バアイ						少しでも回収の見込みがある債権 スコ カイシュウ ミコ サイケン						50%



				破産更生債権に準ずる場合 ハサン コウセイ サイケン ジュン バアイ						全く回収の見込みがない場合 マッタ カイシュウ ミコ バアイ						100%

























































		※統一的基準では「貸倒引当金」が「徴収不能引当金」に呼称が変更 トウイツテキ キジュン カシダオレ ヒキアテ キン チョウシュウ フノウ ヒキアテ キン コショウ ヘンコウ































































































		２．効果 コウカ







































































		３．他の自治体の参考となる点、今後の課題等 タ ジチタイ サンコウ テン コンゴ カダイ トウ

		（1）他の自治体の参考となると考えられる点

		　未収金などの債権も資産であるという研修の実施が必要である。徴収不能引当金の算定を財政担当課などで過去の実績から算定することは容易であるが、あえて担当課にこの算定作業を要請していくことが全庁的な債権の徴収体制に繋がると思われる。 ミシュウキン サイケン シサン ケンシュウ ジッシ ヒツヨウ チョウシュウ フノウ ヒキアテ キン サンテイ ザイセイ タントウ カ カコ ジッセキ サンテイ ヨウイ タントウカ サンテイ サギョウ ヨウセイ ゼンチョウテキ サイケン チョウシュウ タイセイ ツナ オモ







		（2）今後の課題等

		　財務書類の徴収不能引当金算定が直接的に未収債権の徴収体制の強化につながるわけではない。従前からの収入未済額や不納欠損額などで従前から把握していた課題である。徴収不能引当金算定は徴収目標を立てることでもあるので、そのことを研修などで周知していく余裕はないのかもしれないが、公会計改革の重要なポイントとなるので公会計所管課からの働きかけが必要である。 ザイム ショルイ チョウシュウ フノウ ヒキアテ キン サンテイ チョクセツテキ ミシュウ サイケン チョウシュウ タイセイ キョウカ ジュウゼン シュウニュウ ミサイ ガク フノウ ケッソン ガク ジュウゼン ハアク カダイ チョウシュウ フノウ ヒキアテ キン サンテイ チョウシュウ モクヒョウ タ ケンシュウ シュウチ ヨユウ コウカイケイ カイカク ジュウヨウ コウカイケイ ショカン カ ハタラ ヒツヨウ









































【&A】


所管課は個々の債権の内容を精査して貸倒引当金を算定することから、徴収目標となり職員の意識改革が向上した。また、貸倒引当金の情報が貸借対照表に掲載され、個々の債権の貸倒引当金も内訳として公表されることとなった。しかし、個々の担当課による徴収には限界があることから、全庁統一的な徴収体制の強化を図ることになった。

従来は徴収困難債権として徴収が難しかった債権を債権管理課に債権を移管した。平成28年度実績では徴収額が1億円を超えるまでの成果があった。これは債権管理課だけではなく全庁的な協力のもとに成し遂げらえたものである。具体的なものとしては
①債権管理条例により、督促や催告などの滞納事務に関する基準が明確になった。
②債権管理連絡会議を年3回実施、担当課による債権回収状況を報告をすることとなった。
③債権管理課に国税局OBの職員を配置した。
④不納欠損処理をする所管課は債権管理課に理由書を提出し、市長決裁を受けることとした。
⑤会場型公売、インターネット公売を積極的に活用した。
⑥研修や講習会の実施。「債権管理説明会」、「債権管理者実務講習会」、「徴収事務マネジメント講習会」、「滞納整理実務者講習会」、「新人徴収事務研修」、「税法改正に伴う猶予制度関係勉強会」、「法人滞納者に対する滞納整理研修など




image1.emf

28 算 定 年 度


※歳出戻入未済分は現年度分として置き換えてください。


調定額（A)


収入済額（B)


（還付未済額を含む）


うち還付未済額（C)


当期収入済額


（D=B-C)


未収金残高


(E=A-D)


うち不納欠損


決定額（F)


当期末残高


（G＝E-F)


28


82,558,320 82,285,560 0 82,285,560 272,760 0 272,760


前期未収金（H) 調定増減調整欄（I)


収入済額（J)


（還付未済額を含む）


うち還付未済額（K)


当期収入済額


（L=J-K)


未収金残高


(M=H+I-L)


うち不納欠損


決定額（N)


当期末残高


（O＝M-N)


1,427,725 0 228,000 0 228,000 1,199,725 91,875 1,107,850


1,427,725


当該年度発生分


(現年課税分）


年度


(当年度)


過年度分


(滞納繰越分）


=事項別明細書の滞繰分調定額


徴収不能引当金の算定について(個別方式）


年度


予算科目名 幼稚園保育料


【作業方法】


①黄色の部分の数値を、決算事項別明細書で確認しながら入力。


②未収金の残高を債権の内容ごとに振り分ける。


※②は「当該年度発生分の未収金」及び「滞納繰越分の未収金」に分けて入力してください。


入力項目(これ以外の入力は不要。自動算出されます。）


この事例は個別方式（当該債権が不納欠損となるかを個別に検証する）のため、現年のみ表示しているが、


一括方式（過去５年分の不納欠損率を基に徴収不能引当金を計上する）の場合は、現年含め５年分の下表を表示し、不納欠損率を自動算定する


矢印部分の金額が一致するようにしてください


債権の内容 当年度末期末債権 貸倒見込率 徴収不能引当金


通常債権（貸倒の可能性なし）


63,510 0.00% 0


貸倒懸念債権に準ずる債権場合


209,250 50.00% 104,625


破産更正債権に準ずる場合


0 100.00% 0


合計


272,760 38.36%


104,625


流動負債の徴収不能引当金↑


不納欠損率の算定（当該年度発生分）


「当該年度発生分」について、貸倒れの見込みを入力してください


債権の内容 当年度末期末債権 貸倒見込率 徴収不能引当金


通常債権（貸倒の可能性なし）


34,800 0.00% 0


貸倒懸念債権に準ずる債権場合


932,350 50.00% 466,175


破産更正債権に準ずる場合


140,700 100.00% 140,700


合計


1,107,850 54.78%


606,875


固定負債の徴収不能引当金↑


「滞納繰越分」について、貸倒れの見込みを入力してください


不納欠損率の算定（滞納繰越分）
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（単位：円）


前年度末残高


流動 固定


流動 貸倒率（％） 固定 貸倒率（％）


114,500 0 96,500 0


－


193,000 50.00%


290,670 0 217,600 265,900 0.00% 347,840 62.56%


0 0 0 620 0.00% 0


－


619,010 7,710 414,030 81,380 9.47% 629,870 65.73%


14,507,867 0 13,464,687 231,193 0.00% 47,542,273 28.32%


852,371 0 907,471 8,800 0.00% 3,190,250 28.45%


806,705 104,625 606,875 272,760 38.36% 1,107,850 54.78%


3,304 0 8,472 0


－


8,472 100.00%


135,690 41,160 125,513 88,480 46.52% 254,275 49.36%


1,694,126 823,216 2,234,891 2,352,045 35.00% 4,858,459 46.00%


44,735 13,160 45,120 42,840 30.72% 93,540 48.24%


2,095,829 1,338,301 2,882,641 3,568,801 37.50% 6,405,869 45.00%


72,425 59,360 52,875 131,950 44.99% 116,775 45.28%


40,655,657 7,337,669 34,375,402 24,458,899 30.00%


114,584,673


30.00%


0 0 0 0


－


662,088 0.00%


2,489,035 907,330 2,418,655 2,214,660 40.97% 4,957,310 48.79%


193 0 193 0


－


193 100.00%


90,000 17,500 17,500 35,000 50.00% 35,000 50.00%


293,000 0 114,000 0


－


228,000 50.00%


175,675 0 0 0


－


327,350 0.00%


13,220 0 0 167,390 0.00% 271,440 0.00%


0 0 0 5,756 0.00% 0


－


11,996 0 11,996 0


－


23,992 50.00%


0 0 0 0


－


19,200 0.00%


22,090 5,525 14,450 23,800 23.21% 28,900 50.00%


0 0 0 7,776 0.00% 0


－





内容


  養護老人ホーム入所者負担金


  


放課後児童育成料


  


給食センター事業収入（幼稚園）


  


子ども手当返還金


  


児童扶養手当過年度返還金（歳出戻入含む）


  


夜間金庫賃借料戻入金（歳出戻入）


  


老人保健費過年度返還金（老人特会より）


  


児童手当過年度返還金


　未熟児養育医療徴収金


　重度心身障害者医療費助成金過年度分返還金（歳出戻入）


  


幼稚園預かり保育料


本年度末残高


  


生活保護費返還金


(


歳出戻入含む）


  


中国残留邦人生活支援給付金返還金


　特別障害者手当等過年度返還金


　福祉電話通話料未納分


  


経過的福祉手当過払金過年度返還金


対象債権金額


  


海浜霊園使用料


  


こども園給食費収入


  


給食センター事業収入（小学校）


  


単独校給食事業収入（幼稚園）


  


単独校給食事業収入（小・中学校）


  


市営住宅使用料


  


市営住宅駐車場使用料


  


幼稚園保育料


  


し尿処理手数料


  


行政財産一時使用料（健康福祉部所管分）


徴収不能引当金 原則処理の一覧
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　・副市長を会長、財政部長を副会長、庁内全ての次長及び会計管理者で構成


　・5回の検討会を実施し、債権管理のあり方や習志野市債権管理条例の立案及び調整を行った。


　・徴収業務を所管する税制課長を会長、債権を所管する各課の係長で構成


　・全庁における債権管理の適正化、統一的な徴収手続きについて規定


　・当該課において徴収困難事案を集中処理


　・関係各課における徴収の取組についての情報共有や連絡体制の構築


平成24年4月　習志野市債権管理庁内検討会を設置


平成24年4月　習志野市債権管理作業部会を設置


平成25年4月　債権管理条例の制定


平成25年4月　債権管理課の設置


平成26年9月　債権管理連絡会議の設置


　・8回の作業部会を実施し、「庁内債権検討班」、「システム検討班」、「先進市分析班」、「収納率向上班」で検討
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貸倒引当金の必要性


引当金により、より効果的・効率的な


債権債務の管理が可能になる。


債権管理への活用


債権回収体制の一元化


各課における債権回収の工夫が重要です。


現金主義・単式簿記は、収入時にのみ会計記録が行われるため、年度


末における未回収金額は歳入の枠組みの中では十分に開示されない。


（決算書上は調定額と収入額との差額として収入未済額が表示される。


一方、発生主義・複式簿記では、調定時点で未収金を資産計上すると


ともに、年度末には回収不能と見込まれる金額を見積もって貸倒引当金


として計上し、未収金から貸倒引当金を控除して開示することで、将来の


回収見込額を的確に把握できる。


貸倒引当金の算定の目的は、より効果的・効率的に債権の回収を行うこと


です。


適正な見積もりに基づく「貸倒引当金」「回収不能見込額」が開示されるこ


とにより、市民の理解・協力を促しながら、債権回収の目標を設定することが


できます。


また、その過程において、各部局が連携して未収金に係わる債権者の名寄


せを行うことにより、債権回収体制の強化を図ることができます。
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債権管理課に徴収移管された債権の徴収実績 （単位：円）


平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度


徴収済額 徴収済額 徴収済額 徴収済額


市県民税 0 9,455,114 3,755,781 17,634,320


法人市民税 0 0 0 350,000


固定資産税・都市計画税 0 13,181,748 9,220,450 81,176,864


軽自動車税 0 34,600 22,500 16,000


国民健康保険料 0 2,298,845 4,027,473 8,603,723


介護保険料 0 54,200 0 167,640


後期高齢者医療保険料 0 0 0 170,600


保育所保育料 73,280 3,167,520 1,371,730 1,091,700


し尿処理手数料 0 0 50,320 0


市営住宅使用料 0 0 0 189,800


計 73,280 28,192,027 18,448,254 109,400,647


平成28年度徴収済額の徴収方法 （単位：円）


不動産 2,177,100


給与 1,308,400


生命保険 623,700


105,291,447


109,400,647





滞納処分に伴う換価・取


立てによる


指導納付による


計
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28 算 定 年 度


※歳出戻入未済分は現年度分として置き換えてください。


調定額（A)


収入済額（B)


（還付未済額を含む）


うち還付未済額（C)


当期収入済額


（D=B-C)


未収金残高


(E=A-D)


うち不納欠損


決定額（F)


当期末残高


（G＝E-F)


28


82,558,320 82,285,560 0 82,285,560 272,760 0 272,760


前期未収金（H) 調定増減調整欄（I)


収入済額（J)


（還付未済額を含む）


うち還付未済額（K)


当期収入済額


（L=J-K)


未収金残高


(M=H+I-L)


うち不納欠損


決定額（N)


当期末残高


（O＝M-N)


1,427,725 0 228,000 0 228,000 1,199,725 91,875 1,107,850


1,427,725


当該年度発生分


(現年課税分）


年度


(当年度)


過年度分


(滞納繰越分）


=事項別明細書の滞繰分調定額


徴収不能引当金の算定について(個別方式）


年度


予算科目名 幼稚園保育料


【作業方法】


①黄色の部分の数値を、決算事項別明細書で確認しながら入力。


②未収金の残高を債権の内容ごとに振り分ける。


※②は「当該年度発生分の未収金」及び「滞納繰越分の未収金」に分けて入力してください。


入力項目(これ以外の入力は不要。自動算出されます。）


この事例は個別方式（当該債権が不納欠損となるかを個別に検証する）のため、現年のみ表示しているが、


一括方式（過去５年分の不納欠損率を基に徴収不能引当金を計上する）の場合は、現年含め５年分の下表を表示し、不納欠損率を自動算定する


矢印部分の金額が一致するようにしてください


債権の内容 当年度末期末債権 貸倒見込率 徴収不能引当金


通常債権（貸倒の可能性なし）


63,510 0.00% 0


貸倒懸念債権に準ずる債権場合


209,250 50.00% 104,625


破産更正債権に準ずる場合


0 100.00% 0


合計


272,760 38.36%


104,625


流動負債の徴収不能引当金↑


不納欠損率の算定（当該年度発生分）


「当該年度発生分」について、貸倒れの見込みを入力してください


債権の内容 当年度末期末債権 貸倒見込率 徴収不能引当金


通常債権（貸倒の可能性なし）


34,800 0.00% 0


貸倒懸念債権に準ずる債権場合


932,350 50.00% 466,175


破産更正債権に準ずる場合


140,700 100.00% 140,700


合計


1,107,850 54.78%


606,875


固定負債の徴収不能引当金↑


「滞納繰越分」について、貸倒れの見込みを入力してください


不納欠損率の算定（滞納繰越分）
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（単位：円）


前年度末残高


流動 固定


流動 貸倒率（％） 固定 貸倒率（％）


114,500 0 96,500 0


－


193,000 50.00%


290,670 0 217,600 265,900 0.00% 347,840 62.56%


0 0 0 620 0.00% 0


－


619,010 7,710 414,030 81,380 9.47% 629,870 65.73%


14,507,867 0 13,464,687 231,193 0.00% 47,542,273 28.32%


852,371 0 907,471 8,800 0.00% 3,190,250 28.45%


806,705 104,625 606,875 272,760 38.36% 1,107,850 54.78%


3,304 0 8,472 0


－


8,472 100.00%


135,690 41,160 125,513 88,480 46.52% 254,275 49.36%


1,694,126 823,216 2,234,891 2,352,045 35.00% 4,858,459 46.00%


44,735 13,160 45,120 42,840 30.72% 93,540 48.24%


2,095,829 1,338,301 2,882,641 3,568,801 37.50% 6,405,869 45.00%


72,425 59,360 52,875 131,950 44.99% 116,775 45.28%


40,655,657 7,337,669 34,375,402 24,458,899 30.00%


114,584,673


30.00%


0 0 0 0


－


662,088 0.00%


2,489,035 907,330 2,418,655 2,214,660 40.97% 4,957,310 48.79%


193 0 193 0


－


193 100.00%


90,000 17,500 17,500 35,000 50.00% 35,000 50.00%


293,000 0 114,000 0


－


228,000 50.00%


175,675 0 0 0


－


327,350 0.00%


13,220 0 0 167,390 0.00% 271,440 0.00%


0 0 0 5,756 0.00% 0


－


11,996 0 11,996 0


－


23,992 50.00%


0 0 0 0


－


19,200 0.00%


22,090 5,525 14,450 23,800 23.21% 28,900 50.00%


0 0 0 7,776 0.00% 0


－





内容


  養護老人ホーム入所者負担金


  


放課後児童育成料


  


給食センター事業収入（幼稚園）


  


子ども手当返還金


  


児童扶養手当過年度返還金（歳出戻入含む）


  


夜間金庫賃借料戻入金（歳出戻入）


  


老人保健費過年度返還金（老人特会より）


  


児童手当過年度返還金


　未熟児養育医療徴収金


　重度心身障害者医療費助成金過年度分返還金（歳出戻入）


  


幼稚園預かり保育料


本年度末残高


  


生活保護費返還金


(


歳出戻入含む）


  


中国残留邦人生活支援給付金返還金


　特別障害者手当等過年度返還金


　福祉電話通話料未納分


  


経過的福祉手当過払金過年度返還金


対象債権金額


  


海浜霊園使用料


  


こども園給食費収入


  


給食センター事業収入（小学校）


  


単独校給食事業収入（幼稚園）


  


単独校給食事業収入（小・中学校）


  


市営住宅使用料


  


市営住宅駐車場使用料


  


幼稚園保育料


  


し尿処理手数料


  


行政財産一時使用料（健康福祉部所管分）


徴収不能引当金 原則処理の一覧
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　・副市長を会長、財政部長を副会長、庁内全ての次長及び会計管理者で構成


　・5回の検討会を実施し、債権管理のあり方や習志野市債権管理条例の立案及び調整を行った。


　・徴収業務を所管する税制課長を会長、債権を所管する各課の係長で構成


　・全庁における債権管理の適正化、統一的な徴収手続きについて規定


　・当該課において徴収困難事案を集中処理


　・関係各課における徴収の取組についての情報共有や連絡体制の構築


平成24年4月　習志野市債権管理庁内検討会を設置


平成24年4月　習志野市債権管理作業部会を設置


平成25年4月　債権管理条例の制定


平成25年4月　債権管理課の設置


平成26年9月　債権管理連絡会議の設置


　・8回の作業部会を実施し、「庁内債権検討班」、「システム検討班」、「先進市分析班」、「収納率向上班」で検討






その他マニュアルの改正について

8

実務の進展に伴い生じた問い合わせ等を踏まえ、記載を修正すべき点について改正するとともに、複数回に
わたり追加してきたQ&Aの内容の一部をマニュアルに反映する。

No. 現行 改正案 理由

1 基礎知識 様式第2号 -

純経常行政コスト及び純行政コストの表記が「△」となっているが、行
政コストであることから、「△」を削除します。
表示方法は関連資料の「【参考】財務書類の体系（４表形式）」及び
「【参考】財務書類の体系（3表形式）」のとおりとします。

1
財務書類作成
要領

本文 118段落 棚卸資産は、売却を目的として保有している資産をいいます。 棚卸資産は、商品・製品・半製品・原材料・仕掛品等をいい、販売用として所有する土地等も含みます。
記載を一致させるため、「売却を目的として保有している資産」という記
載を台帳手引き100段落と同様にする。

2 本文 126段落
Ｃ)特別職に属する職員の退職手当引当金
　当該職員全員が当該年度の前年度の末日に自己都合退職するものと仮定した場合に支給すべき退
職手当の額の合計額

Ｃ)特別職に属する職員の退職手当引当金
　当該職員全員が当該年度の末日に自己都合退職するものと仮定した場合に支給すべき退職手当の額の合計額

「当該年度の前年度の」が記載誤りのため、修正する。

3 本文 127段落

損失補償等引当金は、履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体財政健
全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上するとともに、同額を臨時損失（損失補償
等引当金繰入額）に計上します。なお、前年度末に損失補償等引当金として計上されている金額があ
る場合には、その差額のみが臨時損失に計上されることとなります。計上する損失補償債務等の額の
算定は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則（平成２０年総務省令第８号）第１２条
第５号の規定に基づく損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額の算定に関する基準（平成２０年
総務省告示第２４２号）によるものとし、地方道路公社及び土地開発公社に関する将来負担額につい
ても、損失補償等引当金に計上します。また、履行すべき額が確定していない損失補償債務等のう
ち、貸借対照表に計上した額を除く損失補償債務等額については、偶発債務として注記します。なお、
議決された債務負担行為額との関係を明確にするため、その総額もあわせて注記します。

損失補償等引当金は、履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体財政健全化法上、将来
負担比率の算定に含めた将来負担額を計上するとともに、同額を臨時損失（損失補償等引当金繰入額）に計上します。
なお、前年度末に損失補償等引当金として計上されている金額がある場合には、その差額のみが臨時損失に計上さ
れることとなります。計上する損失補償債務等の額の算定は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則
（平成２０年総務省令第８号）第１４条第２号の規定に基づく損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額の算定に関
する基準（平成２０年総務省告示第２４２号）によるものとし、地方道路公社、土地開発公社及び地方独立行政法人に
関する将来負担額についても、損失補償等引当金に計上します。また、履行すべき額が確定していない損失補償債務
等のうち、貸借対照表に計上した額を除く損失補償債務等額については、偶発債務として注記します。なお、議決され
た債務負担行為額との関係を明確にするため、その総額もあわせて注記します。

地方公共団体の財産の健全化に関する法律施行規則が改正されたた
め、条項及び内容の変更を反映します。

3 本文 197段落
（１）財源の明細については、税収等及び国県等補助金の内訳を記載します。一般会計及び特別会計
の金額の合計は純資産変動計算書における財源の金額と一致します。

（１）財源の明細については、税収等及び国県等補助金の内訳を記載します。一般会計及び特別会計の金額の合計は
純資産変動計算書における財源の金額と一致します。
資本的補助金は、資産形成に充当した補助金をいい、資金収支計算書の投資活動収入の国県等補助金収入と「財源
情報の明細」の有形固定資産等の増加の財源としての国県等補助金の数字が基本的に一致します。
経常的補助金は、資本的補助金以外をいいます。

「（１）財源の明細」における資本的補助金と経常的補助金の説明を加
え、他の書類との関連性を明確にします。

4 本文 209段落、210段落

209.貸付金・基金等の増加は、貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または新たな貸付金・
基金等のために支出した金額をいいます。
210.貸付金・基金等の減少は、貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸付金の償還収
入及び基金の取崩収入相当額等をいいます。

209.貸付金・基金等の増加は、貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または新たな貸付金・基金等のために
支出した金額をいい、投資その他の資産並びに流動資産における短期貸付金及び基金等をいいます。
210.貸付金・基金等の減少は、貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸付金の償還収入及び基金の取
崩収入相当額等をいい、投資その他の資産並びに流動資産における短期貸付金及び基金等をいいます。

「開始貸借表について、固定資産等形成分には、固定資産の額に流
動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を記載」するとある
が、開始後については記載がないため、開始後も同様の項目を固定資
産等の変動に記載する旨を追加します。
貸付・基金等の増減に貸借対照表の投資その他の資産の本年度分か
ら作成する旨を記載します。

記載場所

経常収益
使用料
その他

純経常行政コスト △570
臨時損失

災害復旧事業

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額
その他

臨時利益
資産売却益
その他

純行政コスト △570

経常収益
使用料
その他

純経常行政コスト
臨時損失

災害復旧事業
資産除売却損
投資損失引当金繰入額
損失補償等引当金繰入額
その他

臨時利益
資産売却益
その他

純行政コスト

570

570
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